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物質フロー研究部会

〔G8〕：POPs失見制の動きとそのフ口一制御に向けて

ストックホルム条約のもと残留性有機汚染物質

(POPslに新1Jl物質がit力IIされるなど.POPsの｜主II努j見

制が進んでいる。物質フロー研究部会では このような

状況を受け，本企画を実施した。

まず冒頭で 1 コーデイネーターの酒井伸一部会長 （京

都大学）より， POPs規1111）に｜期する最近の動きとそのフ

ロー制御に向けた環境省の取り組みと最新の研究動向上

POPsの分析的課題について議論を進めるという趣旨説

明があった。

次に 環境省の苔円聖史氏より 「POPs条約と｜宝｜内行

動計画について」として 非意図的生成物排出削減のた

めの国内行動計画iの一環として初出インベントリーを作
成し推移を把握することや拘｜出量の低減事例lを蓄積し整
備することが必要であると説明し、ただいた。また.2012 

年8月までに次期間内行動計画を策定する予定であると

も述べられた。

側国立環境研究所の滝仁英孝氏は「BFRのライフサ

イクルを通じた環境影響とその管理について」として

園内の使用済み自動車の解体工場における民自動車中の

BFRに使月3された臭素の含有量やベトナムの E、waste
リサイクルサイトでの BFRの推定摂取量について説明

された。また ハウスダスト r·~r の有機臭素化合物の蓄積

特性やハウスダスト中のダイオキシン類縁化合物の同定

と定量！さ らに BFR代替難燃斉ljの可能性がある納合リ

ン酸エステル難燃斉ljの使用過程における分解に関する研

究を紹介され。 BFRの代替化におけるリスク得失評価

が必要であると指摘された。

京都大学m境科学：センターの平井康宏氏からは 「非
意図的 POPsの初出動態とツールキ y 卜」として

PCDD/PCDFを対象とした ダイオキシン発生源の特

定のための UNEPツールキ y トが紹介された。また

メキシコと中岡での燃焼尖験結果を踏まえた1-Jl'tH係数の

見直し状況について説明があった。

(Iね島津テクノリサーチの日 ＇i~＇卓三氏は 「新規POPs

関係の分析化学的課題」として， POPsおよび新規

POPsの物理化学性とそれらの分析方法や分析化学的

課題を中心とした分析動向について説明された。

質疑応答で‘は HCB等の国内削減対策をダイオキシ

ン類初｜出量：の削減対策が兼ねることについての可否や

海外て、の家電リサイクル時の POPsの取扱いにおける注

意点震災時の PFOSの使用状況についての質問が会

場からされた。HCB等の医｜内削減対策をダイオキシン

;j1［初出量のi'i!Jil•X対策が兼ねることについては。苔口氏よ

り.POPs条約制定当初は兼ねていたが今後は HCB

等のきめ細かい排出削減対策が必要であり そのための

効呆的なり｜出削減対策の知見や？排出削減対策における

諸外国と H本の相違点を含む知見を蓄積することが重要

であると説明された。淘外での家電リサイクル｜侍の

POPs の取扱いのi.if'!~点については。滝上氏より ．リサ

イクル現場での保護マスクの着用の促進を啓蒙している

と説明された。また本質的なアプローチとしては

POPsを製品に含有させないことがあけ、られるが それ

を達成するまでの長い期間に可能な対策を模索している

とも説明された。また 平井氏は そのような電子電気

廃棄物のリサイクルのための日本の技術を海外で導入す

る際に技術とコストの兼ね合いが難しいとも指摘された。

平井康宏 （京都大学）
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